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論壇
1
�
は
じ
め
に

小
規
模
事
業
者
や
専
門
家
団

体
な
ど
の
反
対
、
経
理
の
現
場

の
不
安
や
混
乱
の
中
、
昨
年
10

月
1
日
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

が
施
行
さ
れ
た
。

消
費
税
導
入
と
税
理
士
法
改

正
の
歴
史
を
振
り
返
り
な
が

ら
、
こ
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
を

税
理
士
制
度
な
い
し
税
理
士
の

業
務
の
視
点
か
ら
考
え
て
み
た

い
。

⑴
大
平
一
般
消
費
税

1
9
7
7
年
の
政
府
税
制
調

査
会
中
期
答
申
は
新
た
な
間
接

税
で
あ
る
一
般
消
費
税
の
導
入

を
提
案
し
、
翌
年
首
相
に
就
任

し
た
大
平
正
芳
氏
は
一
般
消
費

税
の
導
入
を
目
指
し
、
翌
年
79

年
1
月
に
一
般
消
費
税
を
「
昭

和
55
年
度
中
に
導
入
で
き
る
よ

う
、
諸
般
の
準
備
を
進
め
る
」

と
閣
議
決
定
し
た
。
し
か
し
同

年
10
月
の
解
散
衆
院
選
に
自
民

党
は
大
敗
し
一
般
消
費
税
は
葬

ら
れ
た
。
こ
こ
で
注
意
し
た
い

の
は
、
政
府
が
一
般
消
費
税
導

入
を
目
指
し
た
昭
和
55
年
に
は

税
理
士
法
改
正
が
あ
っ
た
。
こ

れ
は
果
た
し
て
偶
然
の
一
致
で

あ
ろ
う
か
。

⑵
1
9
8
9
年
竹
下
消
費
税

87
年
に
イ
ン
ボ
イ
ス
の
緩
和

型
で
あ
る
「
税
額
表
」
に
基
づ

く
中
曽
根
売
上
税
法
案
は
国
民

の
反
対
運
動
に
よ
り
撤
回
さ
れ

た
が
、
翌
年
の
88
年
4
月
政
府

税
調
中
間
答
申
は
、
イ
ン
ボ
イ

ス
を
使
っ
た
伝
票
方
式
と
厳
密

さ
を
求
め
な
い
帳
簿
方
式
の
2

種
類
の
新
型
間
接
税
を
提
案
し

た
。
そ
の
後
の
自
民
党
税
調
の

議
論
は
帳
簿
方
式
が
前
提
で
進

み
88
年
6
月
に
は
帳
簿
方
式
で

決
定
し
た
。
な
ぜ
政
府
・
自
民

党
は
帳
簿
方
式
を
選
ん
だ
の
か

の
理
由
は
「
前
年
に
廃
案
と
な

っ
た
中
曽
根
康
弘
内
閣
の
『
売

上
税
』
と
の
差
別
化
を
強
調
す

る
こ
と
で
、
商
工
業
者
の
反
発

を
抑
え
る
こ
と
が
優
先
さ
れ
た

た
め
だ
」
ｉ

。

こ
の
よ
う
に
帳
簿
方
式
は
政

治
的
妥
協
の
産
物
と
し
て
誕
生

し
た
。
し
か
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
導
入
の
布
石
は
そ
の
8
年

後
か
ら
打
た
れ
て
い
た
。
消
費

税
法
成
立
当
初
の
第
30
条
7
項

の
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
を

・
・

「
帳
簿
又
は
請
求
書
等
の
保

存
」
と
し
て
い
た
も
の
を
97
年

・
・

改
正
で
「
帳
簿
及
び
請
求
書
等

の
保
存
」
と
し
た
の
で
あ
る
。

帳
簿
方
式
で
良
い
と
い
う
な
ら

・
・

「
帳
簿
及
び
請
求
書
等
の
保

存
」
と
改
正
す
る
必
要
は
な
い

の
で
あ
る
。

2
�
税
理
士
法
制
定
・
改
正
の
底
流
に
あ

る
も
の

税
理
士
法
改
正
の
底
流
に

脈
々
と
流
れ
て
い
る
も
の
が
あ

る
。
そ
れ
は
徴
税
補
助
機
関
と

し
て
税
理
士
制
度
を
機
能
さ
せ

る
こ
と
に
あ
る
。

税
理
士
法
（
以
下
、「
法
」

と
い
う
）
は
昭
和
26
年
に
施
行

さ
れ
た
が
、
そ
の
前
身
で
あ
る

税
務
代
理
士
法
を
引
き
継
い
で

誕
生
し
た
た
め
、
国
側
の
政
策

目
的
に
そ
っ
た
性
格
（
税
務
行

政
の
補
助
機
関
的
役
割
）
を
基

本
的
に
引
き
継
ぎ
、
税
理
士
は

国
家
試
験
制
度
の
資
格
で
あ
り

な
が
ら
も
税
務
職
員
経
験
者
に

つ
い
て
は
職
務
経
験
で
資
格
を

取
得
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
税
務

行
政
の
補
助
的
役
割
を
果
た
す

税
理
士
を
民
間
に
送
り
込
む
シ

ス
テ
ム
を
確
保
す
る
こ
と
が
国

側
の
目
的
で
あ
っ
た
と
い
え
よ

う
。
そ
う
で
な
け
れ
ば
、
税
務

職
員
経
験
者
に
職
務
経
験
で
税

理
士
資
格
を
取
得
で
き
る
制
度

が
現
在
ま
で
続
い
て
い
る
こ
と

の
説
明
は
し
難
い
。

以
下
、
税
務
職
員
経
験
者
の

資
格
取
得
制
度
に
対
す
る
法
改

正
概
要
を
述
べ
て
い
く
。

⑴
税
務
代
理
士
法
は
昭
和
17
年

に
制
定
さ
れ
た
が
、
当
時
の
政

府
の
提
案
理
由
は
「
…
、
新
た

に
税
務
代
理
士
法
を
制
定
し
、

税
務
代
理
士
の
制
度
を
設
け
、

是
等
の
者
に
対
す
る
取
締
り
の

徹
底
を
期
し
、
之
に
依
り
戦
時

に
於
け
る
税
務
行
政
の
円
滑
な

る
運
用
に
資
せ
む
と
す
る
も
の

で
あ
り
ま
す
」。
こ
の
提
案
理

由
に
税
務
代
理
士
法
の
性
格
が

端
的
に
表
れ
て
い
た
。

⑵
昭
和
26
年
に
制
定
さ
れ
た
法

で
は
、
税
務
職
員
に
一
定
の
勤

務
年
数
で
試
験
委
員
に
よ
る
認

定
で
資
格
が
与
え
ら
れ
、
昭
和

31
年
改
正
で
は
、「
特
別
試
験

制
度
」（
5
年
間
に
限
る
）
が

出
現
し
、
こ
の
試
験
は
在
職
年

数
を
加
算
す
る
参
酌
点
も
あ

り
、
税
務
職
員
に
税
理
士
資
格

を
与
え
る
た
め
の
「
特
別
試

験
」
で
あ
っ
た
と
言
え
る
。

⑶
昭
和
38
年
12
月
の
政
府
税
制

調
査
会
は
「
税
理
士
制
度
に
関

す
る
答
申
」
を
提
示
し
、
こ
れ

が
昭
和
39
年
改
正
案
の
原
型
と

な
っ
た
。
し
か
し
、
周
知
の
ご

と
く
昭
和
39
年
改
正
法
律
案
は

税
理
士
業
界
の
強
力
な
反
対
運

動
に
よ
り
、
審
議
未
了
廃
案
と

な
っ
た
ⅱ

。

⑷
昭
和
55
年
改
正
で
提
案
さ
れ

た
法
律
案
は
、
廃
案
と
な
っ
た

昭
和
39
年
改
正
案
よ
り
一
歩
も

前
進
す
る
こ
と
な
く
、
逆
に
、

税
務
職
員
に
対
す
る
無
試
験
資

格
付
与
の
導
入
、
助
言
義
務
・

使
用
人
の
監
督
義
務
の
新
設
を

内
容
と
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。

⑸
な
ぜ
税
理
士
業
界
の
反
対
に

よ
り
廃
案
と
な
っ
た
39
年
改
正

法
案
よ
り
さ
ら
に
後
退
と
な
っ

た
法
律
案
が
提
案
さ
れ
た
の

か
、
こ
の
背
景
を
考
え
て
み
た

い
。
既
述
の
と
お
り
昭
和
52
年

こ
ろ
か
ら
一
般
消
費
税
を
導
入

し
よ
う
と
す
る
動
き
が
起
き
て

く
る
。
こ
れ
ま
で
に
な
い
シ
ス

テ
ム
の
税
制
で
あ
る
一
般
消
費

税
を
導
入
し
た
場
合
に
、
政
府

は
当
時
の
国
税
職
員
の
人
数
で

は
そ
の
事
務
遂
行
に
足
り
な
い

と
判
断
し
（
当
時
消
費
税
を
導

入
し
た
場
合
、
国
税
職
員
は
1

万
人
程
度
の
増
員
が
必
要
と
言

わ
れ
て
い
た
）、
一
般
消
費
税

事
務
の
負
担
を
税
理
士
に
分
担

せ
し
め
よ
う
と
の
意
図
が
あ
っ

た
た
め
、
政
府
は
国
税
職
員
を

無
試
験
で
税
理
士
資
格
取
得
で

き
る
よ
う
に
し
、
民
間
に
退
職

税
務
職
員
を
税
理
士
と
し
て
輩

出
さ
せ
、
税
理
士
の
徴
税
確
保

の
た
め
の
補
助
機
関
的
役
割
を

強
化
す
る
こ
と
を
期
待
し
て
い

た
と
想
像
さ
れ
る
ⅲ

。

ち
な
み
に
、
昭
和
50
年
ま
で

の
特
別
試
験
合
格
者
累
計
は
約

3
万
人
で
、
国
税
出
身
者
が
税

理
士
会
員
数
の
50
％
を
超
え
て

い
た
が
、
令
和
5
年
3
月
末
で

は
職
務
経
験
に
よ
る
税
務
職
員

登
録
者
数
は
約
1
7
0
0
0
人

（
会
員
総
数
約
8
万
人
）。

こ
の
よ
う
に
税
務
職
員
の
税

理
士
登
録
者
数
は
減
少
傾
向
に

あ
り
、
無
試
験
に
よ
る
資
格
登

録
と
い
う
、
い
わ
ば
「
人
海
戦

術
シ
ス
テ
ム
」
は
当
時
の
目
的

ど
お
り
に
機
能
し
て
お
ら
ず
陳

腐
化
し
つ
つ
あ
る
。

3
�
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
税
理
士
制
度
に

与
え
る
影
響

⑴
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
は
税

収
増
が
目
的
な
の
か

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
を
導
入
し

た
場
合
の
消
費
税
収
増
は
免
税

・
零
細
事
業
者
を
中
心
に
約
2

5
0
0
億
円
（
消
費
税
収
額
の

約
1
％
）
と
言
わ
れ
て
い
る
。

逆
進
性
を
内
在
す
る
消
費
税
収

増
が
目
的
だ
と
し
た
場
合
は
、

取
引
上
の
混
乱
や
事
業
者
の
関

連
ソ
フ
ト
・
機
器
な
ど
の
投
資

額
と
事
務
負
担
の
増
加
を
考
え

る
と
あ
ま
り
に
も
社
会
的
コ
ス

パ
が
悪
く
、
消
費
税
の
税
収
増

だ
け
が
目
的
と
は
言
い
難
い
。

2
5
0
0
億
円
程
度
の
税
収

増
が
目
的
で
あ
る
な
ら
、「
1

億
円
の
壁
」
の
原
因
の
株
式
譲

渡
益
課
税
を
強
化
す
れ
ば
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
の
よ
う
に
経
済
取

引
全
般
に
介
入
す
る
こ
と
な
く

い
と
も
簡
単
に
で
き
る
。
ち
な

み
に
令
和
3
年
分
株
式
譲
渡
所

得
は
4
・
6
兆
円
な
の
で
、
日

本
の
現
行
申
告
分
離
課
税
税
率

20
・
3
％
を
ド
イ
ツ
並
み
（
申

告
不
要
源
泉
徴
収
税
率
26
・
4

％
）
に
す
る
だ
け
で
2
5
0
0

億
円
、
フ
ラ
ン
ス
並
み
（
申
告

分
離
課
税
税
率
30
％
）
に
す
れ

ば
4
6
0
0
億
円
の
税
収
増
が

図
ら
れ
る
。
し
か
も
、
株
式
譲

渡
所
得
課
税
強
化
は
所
得
再
分

配
機
能
を
高
め
る
こ
と
に
な

り
、
憲
法
が
要
請
す
る
応
能
負

担
原
則
に
も
合
致
す
る
。

⑵
イ
ン
ボ
イ
ス
記
載
の
消
費
税

額
の
法
的
性
格

改
正
後
の
第
30
条
7
項
の

「
帳
簿
及
び
請
求
書
等
の
保

存
」
は
、
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
に
お
い
て
は
事
実
上
「
帳

・
・

簿
及
び
適
格
請
求
書
の
保
存
」

と
な
る
（
以
下
、
適
格
請
求
書

を
「
イ
ン
ボ
イ
ス
」
と
い
う
）。

イ
ン
ボ
イ
ス
の
記
載
要
件
は
ご

存
じ
の
と
お
り
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
消
費
税
の
納
税

義
務
は
「
課
税
資
産
の
譲
渡
等

若
し
く
は
特
定
課
税
仕
入
れ
を

し
た
時
」
に
成
立
す
る
た
め
、

イ
ン
ボ
イ
ス
に
記
載
さ
れ
た
消

費
税
額
は
「
仕
入
先
が
納
税
す

る
証
し
」
と
い
う
法
的
意
味
を

有
す
る
こ
と
に
な
る
。・
・

こ
の
「
帳
簿
及
び
適
格
請
求

書
の
保
存
」
だ
が
、
会
社
が
記

帳
を
行
っ
て
い
る
場
合
で
も
税

理
士
が
記
帳
代
行
し
て
い
る
場

合
で
も
、
帳
簿
に
は
イ
ン
ボ
イ

ス
に
記
載
さ
れ
た
内
容
が
反
映

さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

た
め
、
税
理
士
は
こ
の
イ
ン
ボ

イ
ス
記
載
内
容
を
確
認
せ
ざ
る

を
得
な
く
な
る
。
し
か
し
、
こ

の
確
認
作
業
は
、
法
的
判
断
を

ま
っ
た
く
必
要
と
せ
ず
小
学
生

で
も
可
能
な
6
つ
の
単
純
確
認

作
業
に
す
ぎ
ず
、
専
門
家
と
し

て
の
能
力
を
必
要
と
し
な
い
確

認
作
業
な
の
で
あ
る
。

し
か
し
一
方
で
、
イ
ン
ボ
イ

ス
は
そ
の
法
的
性
格
か
ら
正
当

な
取
引
の
存
在
と
納
税
す
べ
き

消
費
税
額
の
存
在
を
意
味
し
、

帳
簿
の
記
録
の
基
礎
と
な
る
た

め
に
所
得
計
算
に
も
正
確
に
反

映
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
税

理
士
は
イ
ン
ボ
イ
ス
記
載
内
容

と
そ
の
会
計
処
理
に
つ
い
て
相

当
な
注
意
を
払
わ
ざ
る
を
得
な

く
な
る
。
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導

入
前
の
「
帳
簿
及
び
請
求
書
等

の
保
存
」
と
導
入
後
の
「
帳
簿

及
び
請
求
書
等
の
保
存
」
と
は

そ
の
質
が
異
な
り
、「
帳
簿
及

び
請
求
書
等
の
保
存
」
ゆ
え
に

消
費
税
と
所
得
税
・
法
人
税
が

連
動
し
て
、
税
理
士
の
事
務
負

担
は
増
加
す
る
。
こ
の
点
を
課

税
庁
の
側
か
ら
見
れ
ば
、
自
ら

の
労
（
時
間
的
・
経
済
的
）
を

要
せ
ず
し
て
所
得
税
や
法
人
税

の
所
得
計
算
に
お
け
る
帳
簿
の

信
頼
性
が
高
ま
る
こ
と
に
つ
な

が
る
。

⑶
簡
易
課
税
制
度
は
縮
小
・
廃

止
、
免
税
点
は
引
き
下
げ
へ

取
引
上
の
正
確
な
消
費
税
額

を
把
握
す
る
こ
と
で
「
適
正
な

消
費
税
納
税
」
を
目
的
と
し
て

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
を
導
入
し
た

の
で
あ
れ
ば
、
現
在
の
簡
易
課

税
制
度
は
近
い
将
来
に
縮
小
・

廃
止
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。
消
費

税
導
入
時
の
簡
易
課
税
は
課
税

売
上
5
億
円
以
下
が
対
象
で
あ

っ
た
が
漸
次
引
き
下
げ
ら
れ
平

成
15
年
の
税
制
改
正
で
5
千
万

円
に
引
き
下
げ
ら
れ
現
在
に
至

っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
経
緯

か
ら
す
れ
ば
、
簡
易
課
税
制
度

は
近
い
将
来
縮
小
・
廃
止
さ
れ

る
こ
と
は
必
然
的
で
あ
り
、
対

象
か
ら
外
れ
た
事
業
者
と
税
理

士
の
事
務
負
担
が
増
加
す
る
。

同
様
に
免
税
点
1
千
万
円
は
引

き
下
げ
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

ち
な
み
に
令
和
3
年
度
の
原

則
課
税
申
告
者
数
は
1
8
0
万

件
、
簡
易
課
税
申
告
者
数
は
1

1
3
万
件
。
簡
易
課
税
制
度
が

縮
小
・
廃
止
と
な
れ
ば
、
課
税

庁
の
事
務
負
担
は
さ
ほ
ど
変
わ

ら
な
い
の
に
、
簡
易
課
税
選
択

事
業
者
・
免
税
事
業
者
は
小
規

模
事
業
者
ゆ
え
に
税
理
士
の
事

務
負
担
は
こ
れ
ま
で
以
上
に
増

加
す
る
。

⑷
税
理
士
の
事
務
負
担
増
に
よ

る
報
酬
は
請
求
で
き
る
の
か

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
よ
る
消

費
税
の
税
収
増
の
多
く
は
零
細

事
業
者
に
消
費
税
納
税
義
務
を

課
す
る
こ
と
で
あ
り
、
イ
ン
ボ

イ
ス
番
号
を
取
得
し
た
免
税
事

業
者
が
消
費
税
申
告
を
他
者
に

依
頼
す
る
場
合
は
、
税
理
士
に

無
償
独
占
が
あ
る
た
め
税
理
士

に
依
頼
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
依

頼
さ
れ
た
税
理
士
は
果
た
し
て

正
当
な
報
酬
を
請
求
で
き
る
の

で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
こ
と
は
現

在
の
原
則
課
税
事
業
者
だ
け
で

な
く
近
い
将
来
縮
小
・
廃
止
さ

れ
る
で
あ
ろ
う
簡
易
課
税
事
業

者
に
対
す
る
報
酬
請
求
に
も
あ

て
は
ま
る
。

4
�
お
わ
り
に

依
頼
者
の
消
費
税
納
税
義
務

を
果
た
す
た
め
の
業
務
は
所
得

金
額
を
課
税
標
準
と
す
る
所
得

税
や
法
人
税
と
は
異
質
な
業
務
・
・

で
あ
る
。
し
か
し
「
帳
簿
及
び

請
求
書
等
の
保
存
」
要
件
が
あ

る
が
ゆ
え
に
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

が
、
所
得
を
課
税
標
準
と
す
る

所
得
税
・
法
人
税
の
租
税
実
体

法
自
体
の
中
に
組
み
込
ま
れ
、

税
理
士
制
度
の
視
点
か
ら
見
れ

ば
無
償
独
占
と
相
ま
っ
て
税
務

行
政
の
補
助
機
関
的
役
割
を
実

質
的
に
高
め
る
こ
と
に
繋
が
る

で
あ
ろ
う
。
つ
ま
り
、
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
が
「
人
海
戦
術
」
か

ら
「
実
体
法
の
中
」
へ
の
質
的

転
換
を
も
た
ら
す
の
で
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
無
償
独
占

に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｔ
化
と
Ｄ
Ｘ

推
進
の
流
れ
、
さ
ら
に
は
Ａ
Ｉ

の
登
場
で
、
事
実
上
解
放
さ
れ

て
し
ま
う
で
あ
ろ
う
。
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